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事業対象
 最終的な対象

特定事業計画に位置付ける特定事業者、区民（住民代表、高齢者、障害者含む）
高齢者、障害者及び施設利用者等
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　 バリアフリーマップ情報配信業務委託委託内容
なし

台東区バリアフリー基本構想に基づき、高齢者や障害のある方等の移動の円滑化を促進する。

　受益者負担額（使用料・手数料・負担金など）
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事務事業コスト

(単位：千円)

　その他特定財源（国や都の支出金・財産収入など）
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 直接の対象

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会に向け、バリアフリー化の重要度は高まっており、整備を推進し
ていくことが引き続き求められている。また、2020年で終わりではなく、大会後も引き続きバリアフリー化を継続し
ていく必要がある。

基本構想の推進に係る連絡調整を行うための場として協議会を開催することにより、関係機関及び利用者間の
協議・調整や、合意形成の円滑化・効率的な運営を行っている。
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　総経費
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公共交通特定事業の進捗率

車椅子の自立移動可能な鉄道駅数

今後の方向性

改善

［総合評価］※上記４つの視点を踏まえ、事業全体を評価。区民生活への影響を十分考慮すること。

バリアフリー基本構想に基づき、特定事業計画に定めた特定事業の継続的な進行管理が必要と
なる。今後も引き続き、バリアフリー化の内容が特定事業計画の整備方針に沿って適切に行われ
ているか、また、予定された期間内に着実に実施されているかなどを把握し進捗管理を行っていく
必要がある。さらに、特定事業計画が平成32年度に計画期間を終えることから、その後を見据えた
検討を行っていく必要がある。

公共交通特定事業をはじめ、さまざまな事業主体に対しバリアフリー化を働きかけていくには、区のバリアフ
リー基本構想・特定事業計画の運用や、バリアフリー協議会やワークショップなどの場を通じた意見交換の機会
確保は適切な方法である。

事業者との協議などを通じバリアフリー化を促進し、行政計画事業である公共交通特定事業の進捗率の29年
度実績は目標値を上回った。
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平成３０年度　事務事業評価シート

（２）快適で利用しやすいまちづくり

高齢者・障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律根拠法令等

事務事業名 バリアフリーの推進

　

地区整備課

行政計画 事業NO. 計画事業名
事業の開始・終了年度

バリアフリーの推進
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[事業開始]

②だれもが利用しやすいまちづくり

その他

一部委託

バリアフリー協議会（関係事業者、住民、高齢者、障害者等で構成）の検討を経て策定した基本構想に基づき、各事業者によ
る特定事業計画の事業を実施することにより、重点整備地区内のバリアフリー化を促進していく。
特定事業計画の進捗管理を実施し、事業の進捗状況を確認するとともに、必要に応じて計画の見直しを行う。
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〔法令等名〕

Ⅱ-１．個性を活かしたまちづくりの推進

 [施　　策]

年度

２７年度

鉄道駅におけるバリアフリー設備の整備が進んだことなどにより、公共交通特定事業の進捗率は目標を上回った。
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指標の名称

基本構想策定済み地区数

バリアフリー協議会等開催数

目標値

100.0%

40.0%

達成率


